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区民モニターの各調査について、
全区役所から「調査した結果、取
得したデータにつきましては、母集
団の代表となっているとは必ずしも
言えないということを認識した上
で、必要に応じて様々な関連情報
を合わせて、施策・事業を進める上
での総合的な判断を行う際に活用
しています。」などとの説明がありま
したが、標本が母集団の代表に
なっていない場合、標本の集計結
果は何を意味するものなのかが不
明にならざるを得ないにもかかわら
ず、「施策・事業を進める上での総
合的な判断を行う際に活用」できる
というのはいかなる根拠によるもの
なのかが示されている文書を公開
してください。
（東成区役所に係るものについて）
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